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＜令和６～11年度＞
大津市障害者計画

大津市障害福祉計画
（第８期計画）

大津市障害児福祉計画
（第２期計画）

大津市障害児福祉計画
（第３期計画）

大津市障害児福祉計画
（第４期計画）

大津市障害者計画
＜平成30～令和５年度＞

大津市障害福祉計画
（第７期計画）

大津市障害福祉計画
（第６期計画）



2 
 

 

 

 
 

 

 

５－１　医療との連携

(1) 共生社会の実現に向けた理解・啓発の推進 (1) 医療機関との連携強化

(2) 差別の解消と合理的配慮の提供の促進 (2) 地域医療・リハビリテーションの充実

(3) 福祉教育・人権教育の推進 (3) 医療的ケアの必要な人への支援の充実

(4) 医療サービスの充実

(1) 障害のある人への虐待の対応

(2) 意思決定支援の推進 (1) 医療・相談体制の充実

(3) 権利擁護のための支援及び成年後見制度の利用促進 (2) 精神障害のある人の地域移行への支援

１－３　生涯学習、スポーツ、文化・芸術活動等の振興

(1) スポーツ、生涯学習活動等への支援 (1) 健康づくりの普及啓発

(2) 文化・芸術活動への支援 (2) 健康診査・訪問指導の充実

(3) 健康相談の充実

２－１　相談体制の充実 (4) こころの健康づくり支援の充実

(1) 相談支援体制の充実

(2) 関係機関の連携の推進 ６－１　障害福祉サービス等の充実

(3) 重層的な支援体制整備事業の推進 (1) 障害特性や個々のニーズへの対応の充実

２－２　情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 (2) 障害福祉サービスや地域生活支援事業等の充実

(1) 障害特性に応じた情報提供体制の確保 (3) 適切なサービス提供に向けての指導

(2) コミュニケーション支援の充実 (4) 重度障害者等（強度行動障害、重症心身障害、医療的ケア児者等）への支援

(5) 障害福祉人材の確保・定着

(1) 歩行空間等の整備 (1) 地域生活の移行支援

(2) 移動・交通対策の推進 (2) 地域生活支援拠点の充実

(3) 建築物の整備 (3) 居住の支援

(1) 地域ぐるみの支援体制の確立
基本的な

施策
(1) 家族に対する総合的な支援

(2) 防災対策の推進

(3) 地域における防犯の推進

(1) 職場における障害のある人の理解の促進

(1) 地域福祉の推進 (2) 障害のある人の雇用の促進

(2) 障害者関係団体への支援 (3) 就労移行及び定着支援の推進

(4) 難病患者の就労相談の利用促進

(1) 障害等の早期発見・早期対応
基本的な

施策
(1) 事業振興の支援

(2) 療育・発達支援体制の充実

４－２　年齢や発達段階、障害特性に応じた保育・教育の充実

(1) 乳幼児期における保育・教育の充実

(2) 学校教育の充実

(3) 教育環境の整備・充実

(4) 休日や放課後活動の充実

(5) 医療的ケア児への支援の充実

４－３　一貫した相談支援体制の強化

(1) ライフステージに応じた相談支援体制の充実

(2) 関係機関との連携の充実

(3) 障害のある子どもを育てる家族支援の充実

１．差別解消と相互理解の促進

１－１　障害を理由とする差別解消と理解の促進

基本的な
施策

１－２　障害のある人の権利擁護の推進

基本的な
施策

基本的な
施策

２．相談体制・情報アクセシビリティの向上

基本的な
施策

基本的な
施策

３．福祉のまちづくりの推進

３－１　生活環境の整備

基本的な
施策

３－２　防災・防犯対策の充実

基本的な
施策

３－３　地域福祉活動と団体活動の推進

基本的な
施策

４．子どもの育ちに応じた支援の充実

４－１　早期発見・対応と療育の推進

基本的な
施策

基本的な
施策

基本的な
施策

５．保健・医療の充実

基本的な
施策

５－２　精神保健福祉に関する支援体制の充実

基本的な
施策

５－３　健康づくり施策の充実

基本的な
施策

６．地域生活支援の充実

基本的な
施策

６－２　地域生活への移行の促進

基本的な
施策

６－３　障害のある人の家族への支援

７．就労の促進

７－１　就労支援の充実

基本的な
施策

７－２　多様な就労の場の確保

施策体系 
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令和７年度進捗状況 
 

１．差別解消と相互理解の促進 

１－１ 障害を理由とする差別解消と理解の促進 

(1) 共生社会の実現に向けた理解・啓発の推進 
【障害福祉課】 

・広報おおつ、大津市ホームページを活用した啓発・広報を推進した。 

・「世界自閉症啓発デー」「手話言語の国際デー」「発達障害啓発週間」に合わせた事業を

実施した。 

→「自閉症」をはじめとする「発達障害」についての理解を深めていただくため、市

立図書館、北図書館、和邇図書館で関連する図書を展示 

→広報おおつ及びポスターの掲示 

 

【人権・男女共同参画課】 

・人権啓発紙『輝きびと』の発行 

 年３回（７月号、11 月号、翌４月号予定）、当初予算額：1,039,500 円 

・人権啓発紙『輝きびと』の配送 

 年３回（７月号、11 月号、翌４月号予定）、当初予算額：1,921,920 円 

・人権啓発紙『輝きびと』の市ホームページへの掲載。 

   【令和７年度予算事業費 2,961 千円】 

(2) 差別の解消と合理的配慮の提供の促進 
【障害福祉課】 

障害者差別解消法第 17 条第１項の規定に基づき、本市における障害を理由とする差

別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、大津市障害者差別解消支援地域

協議会を設置しており、令和７年度も２回の開催を予定。 

第１回を令和７年７月１４日に開催。第２回は令和８年２月開催を予定。 

第１回は、差別解消部会での協議内容の共有について、合理的配慮の提供事例集につ

いて、大津市役所新庁舎建設にかかる協議内容の共有について、わた SHIGA 輝く国ス

ポ・障スポについての共有を行った。 

第２回においては、昨年度に続き、当事者による講演、バリアフリーチェックの実施

結果及び障害者に対しての合理的配慮の提供事例集についてなどの協議を予定。 

【令和７年度予算事業費 6 千円】 

【人事課】 

 ・大津市職員に手話を学んでもらうため、挨拶や窓口対応など日常業務で使える手話動

画を作成し、職員用一人一台パソコンに掲示している。 

・４月に、令和７年度新規採用職員を対象とした研修のカリキュラムで、障害者差別解

消法についての解説と合理的配慮についての実技研修を行った。 

【令和７年度予算事業費 495 千円の内の一部】 

(3) 福祉教育・人権教育の推進 
【幼保支援課】 

保育所等においてインクルーシブ保育を進め、子どもが共に生活し育ち合う中で、一
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人一人が大切にされることを実感し、障害について相互に理解し、認め合える関係づく

りができるよう取り組んでいる。また保護者や地域に対して取り組み内容や育ち合う子

どもの様子を伝え、保育所のインクルーシブ保育への理解などを得られるようにしてい

る。 

 

【教育支援センター】 

・大津市特別支援学級合同学習発表会の開催 

 →学校別・ブロック別交流会として各ブロックで実施 

・大津市特別支援学級・養護学校作品展の開催 

 令和８年１月 22 日（木）～28 日（水） 歴史博物館にて開催予定 

・大津市中学校交歓スポーツ大会の開催  

 令和７年 10 月 24 日（金）開催 

・特別支援学級在籍児童生徒の通常学級での積極的交流 

・障害児者理解教育の実施 

・大津市特別支援教育研修講座の開催（915 千円の一部） 

【令和７年度予算事業費 1,980 千円の内の一部】 

【福祉政策課】 

・大津市社会福祉協議会において、福祉教育に関連する取り組みを行っている。 

合計 28 件（R7 年９月末現在） 

うち障害に関連すること 15 件（講師による講義 2 件、体験機器の貸し出し 13 件） 

実施場所の内訳（28 件） 

小学校 13 件、中学校 1 件、高校 1 件、行政 3 件、その他 10 件 

 

【生涯学習課】 

・大津市人権講座の開催(認知症に関する講座、福祉施設に関する講座) 

・「人権を考える大津市民のつどい」の開催 

【令和７年度予算事業費 1,290 千円】 

１－２ 障害のある人の権利の擁護の推進 

(1) 障害のある人への虐待の対応 
【障害福祉課】 

・虐待に対する対応や虐待防止に係る研修・啓発を行う。 

・大津市障害者虐待防止支援検証委員会を開催する（学識経験者、専門家等の意見を聴

取）。 

・「特定非営利活動法人あさがお」に虐待防止センター業務を委託するほか、障害者虐待

対応ダイヤル夜間休日応対業務により、24 時間・365 日対応で、障害者虐待に関す

る通報や相談の受付、対応を行う。 

・一時保護のための居室を委託により確保する。 

       【令和７年度予算事業費 17,829 千円】 

(2) 意思決定支援の推進 
【障害福祉課】 

大津市障害者自立支援協議会障害福祉職員新人研修（事業所、障害福祉課職員）にお

いて、意思決定支援研修を開催、日中支援部会（生活介護事業所）での意思決定支援、

個別支援計画作成にかかる意見交換会の実施、月 1 回の相談支援連絡会での意見交換等、
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事業所職員の意識醸成を図っている。 

また、おおつ基幹相談ネットの主任相談支援専門員が、大津市権利擁護サポートセン

ター主催の意思決定支援研修の講師として参加し、啓発に努めている。 

 

(3) 権利擁護のための支援及び成年後見制度の利用促進 
【障害福祉課】 

成年後見制度の円滑な利用に資することを目的に、成年被後見人等で、成年後見人、

保佐人及び補助人に対する報酬を支払うことが困難であるものに対し、当該報酬の全部

又は一部を助成する事業を実施している。利用者は年々増加しており、成年後見制度の

利用促進に繋がっている。 

    【令和７年度予算事業費 22,056 千円】 

【福祉政策課】 

・民生委員児童委員等は、身近な地域で見守り・相談活動を行っており、障害のある方

からの困りごとや悩みの相談に対応している。 

  民生委員児童委員 相談・支援件数 167 件（令和 7 年 4 月～7 月）  

・地域福祉権利擁護事業や成年後見制度等の利用支援を進めるとともに、親族後見人、

専門職後見人以外の受け皿を確保するため、法人後見事業を推進している。 

  法人後見 4 か所 

・平成 28 年 4 月から、権利擁護サポートセンター（NPO 法人あさがお：委託）を設

置し、成年後見や権利擁護にかかる専門的な相談や後見申立支援を行っている。 

    権利擁護・後見相談 1,230 件（令和７年９月末） 

  後見申立支援    1,265 件（令和７年９月末） 

・「大津市成年後見制度利用支援にかかる審議会」において、市長申立の妥当性を判断し、

成年後見制度の活用を支援している。 

    市長申立て件数 17 件（令和７年９月末） 

・低所得者の高齢者・障害者等に対し、成年後見人等への報酬を助成している。 

  助成件数 184 件（後見 41 件、保佐 100 件、補助 43 件）（令和７年９月末） 

    【令和７年度予算事業費 25,594 千円】 

１－３ 生涯学習、スポーツ、文化・芸術活動等の振興 

(1) スポーツ、生涯学習活動等への支援 
【障害福祉課】 

・重度障害者の外出支援のため、タクシー利用及び自動車燃料費を助成する。 

・重度身体障害者のため、自動車を改造する場合における改造経費を助成する。 

・身体障害者の自動車運転免許取得費用を助成する。  

・移動支援事業を居宅介護事業所等に委託して実施する。 

・おおつ健康フェスティバルにてデフリンピック、障スポの啓発を行った。 

【令和７年度予算事業費 179,309 千円】 

 

【公園緑地課】 

におの浜ふれあいスポーツセンターにおいて、以下のとおり、障害者及び障害者関係

団体を対象に活動を支援している。 

・アリーナ 

 障害者関係団体（２団体）がアリーナを利用する場合は、利用料金を 100％減免す
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ることで、各団体の活動を支援している。 

 （予定）利用回数：全団体 120 回、頻度：各団体 月１・２回程度、 

利用時間：１回当たり２時間 

 （実績）利用回数：全団体 101 回、頻度：各団体 月１・２回程度、 

利用時間：１回あたり２時間 ＊実績は 11 月まで 

利用内容：レクリエーションや車椅子バスケ 

・プール 

 毎週土曜日９時から 12 時までの間、障害者を対象に無料開放を実施している。 

 （予定）実施回数：53 回 

 （実績）実施回数：35 回、利用者数：533 人程度 ＊実績は 11 月まで 

 

【スポーツ課】 

・全国スポーツ大会等において、優れた成績を収められた方をスポーツ賞として表彰を

行う。なお、令和７年度は滋賀国スポ・障スポに限定した表彰式を別途開催する。 

・市民プールにおいて、障害者とその介助者に障害者区分の料金を適用している。 

・市民運動場、体育館、格技場において、減免申請があり、必要な事項を満たした場合、

減免を適用している。 

【令和７年度予算事業費 1,238 千円】 

(2) 文化・芸術活動への支援  
【障害福祉課】 

・障害者が地域住民の一人として、文化・芸術活動やレクリエーション活動に参加する

機会が持てるよう、余暇活動を支援した。 

・滋賀県障害者スポーツ大会の参加者取りまとめ及び大会における参加者の誘導等を行

った。 

・全国障害者スポーツ大会（滋賀県開催）に出場した大津市在住の選手に対し、激励金

の交付を行っている。 

【令和７年度予算事業費 270 千円】 

 

２．相談体制・情報アクセシビリティの向上 

２－１ 相談体制の充実 

(1) 相談支援体制の充実 
【障害福祉課】 

・障害者からの相談に応じ、必要な情報の提供、障害福祉サービスの利用援助、権利擁

護のための援助等、13 事業所に委託し障害者相談支援事業を実施している。 

・相談支援機能強化事業を 4 事業者に委託し、相談支援事業所への支援などを実施して

いる。 

・計画相談支援推進業務（補助員を配置）している。 

・相談支援専門員の増員や、セルフプランを解消した事業者への補助制度を実施し、相

談支援専門員の増員支援を行っている。 

・聴覚障害者相談員を設置し、聴覚障害者が相談しやすい体制を作っている。 

・身体障害者相談員及び知的障害者相談員を設置し、障害福祉施策の説明や福祉事務所

などの関係機関と連絡を取りながら、継続して必要な援助を行っている。 
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【令和７年度予算事業費 98,238 千円】 

【保健総務課】 

各すこやか相談所（７か所）において、健康相談窓口を開設し、来所や電話による相

談を実施している。必要に応じて健康相談、発達相談、栄養相談、歯科相談など専門相

談を行っている。また、関係機関と連携しながら、療育、発達支援、障害児保育等につ

いての情報提供を行っている。                                                         

すこやか相談所での健康相談日：月～金（年末年始・祝日は除く） 

すこやか相談所        実施回数 868 回、相談延人数 3,380 人 

市民センター・老人クラブ等 実施回数 135 回、相談延人数 1,266 人 

                       （令和 7 年 9 月末現在） 

 

【こども発達相談センター】 

こども発達相談センターでは、発達等に課題をもつ３歳６か月児健診終了後の幼児か

ら中学生とその保護者を対象に、発達相談、医師相談、保護者相談、校園等との連携を

行っている。 

また、市民公開講座や関係職員を対象とした研修を実施し、子どもの発達支援に関す

る知識の普及を図っている。その他、少人数グループで、子どもの発達や適切な関わり

について共に学び、保護者同士の交流をはかる場として「保護者学習会」を企画運営し

ている。 

相談者数は年々増加しており、相談実人数、支援延べ件数ともに、昨年同時期と比較

し増加している。幼児期にセンターにつながり、学齢期を通じて継続的に相談支援を受

けている児童が増えている。 

（令和７年度実施状況（１０月末時点）） 

相談         実人数：927 人（昨年同時期：812 人） 

       相談支援延べ件数：4,700 件（昨年同時期：4,261 件） 

研修会    開催回数：３回、参加者数：253 人 

保護者学習会 実施回数：22 回、参加実人数：47 人、参加延べ人数：112 人 

 【令和７年度予算事業費 55,612 千円（こども発達相談センター事業費、全て含む）】 

【幼保支援課】 

保育所・認定こども園・幼稚園に在籍する発達支援保育・特別支援教育対象児に対し、

専門職による巡回相談を行っている。その内容は、園・保護者に対する発達相談、保護

者に対する家庭相談・保健相談、園に対する理学療法士・作業療法士による行動観察、

保育士・幼稚園教諭等への保育相談・保育観察等であり、子どもと保護者、保育所・認

定こども園・幼稚園の必要性に応じた回数で実施している。 

令和 7 年度当初の対象児数：保育所・認定こども園 455 人、公立幼稚園 248 人、

私立幼稚園 20 人 

 

【保健予防課】 

＜精神保健福祉相談＞ 

精神疾患や精神障害等がある人およびその家族を対象に、当事者および家族等の不安

を緩和し、ＱＯＬの向上を図ることを目的として、専門医や保健師による相談・訪問を

している。 

・来所、訪問、電話による相談件数（10 月末） 

   訪問  290 件 
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   面接  361 件 

   電話 3,759 件 

   合計 4,410 件 

・専門医による精神保健福祉相談（10 月末） 

   一般・高齢 ７回 ８件実施 

   思春期   ６回  ７件実施 

・ひきこもり心理相談（10 月末） 

   10 回実施（延べ 22 件） 

・依存症相談 206 件 

【令和７年度予算事業費 1,113 千円】 

【母子保健課】 

乳幼児健診での多職種による障害や発達障害につながる可能性のある児の早期発見 

＜乳幼児健診受診率＞（令和７年９月末 ※４か月児健診のみ８月末） 

・４か月児健診    98.4％   

・１０か月児健診   90.8％ 

・１歳９か月児健診  97.9％ 

・２歳６か月児健診  97.7％  

・３歳６か月児健診  96.7％ 

【令和７年度予算事業費 44,468 千円】 

(2) 関係機関の連携の推進 
【障害福祉課】 

・発達障害者等が自立した生活を営むことができることを目的に、聞き取り等の相談業

務を実施している。 

・発達障害者支援のスーパーバイザーを配置し、学齢後期から成人期の発達障害者のコ

ーディネートや相談を実施している。 

・大津市障害者自立支援協議会にて事業種別ごと、対象者属性ごと等で部会を設けそれ

ぞれが抱える地域課題の共有及び解決に向けた協議を行っている。 

【令和７年度予算事業費 23,221 千円】 

【保健予防課】 

＜精神保健福祉相談＞ 

精神疾患や精神障害等がある人およびその家族を対象に、当事者および家族等の不安

を緩和し、ＱＯＬの向上を図ることを目的として、専門医や保健師による相談・訪問を

している。 

・来所、訪問、電話による相談件数（10 月末） 

   訪問  290 件 

   面接  361 件 

   電話 3,759 件 

   合計 4,410 件 

・専門医による精神保健福祉相談（10 月末） 

   一般・高齢 ７回 ８件実施 

   思春期   ６回  ７件実施 

・ひきこもり心理相談（10 月末） 

   10 回実施（延べ 22 件） 

・依存症相談 206 件 
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＜ケアマネジメント・アドバイザー事業＞（10 月末） 

関係スタッフだけでは解決困難なケースの処遇等を助言者と共に検討する場を設け、

より適切で円滑な療養支援を図ると共に患者・家族のＱＯＬの向上を図るために難病患

者におけるケアマネジメント・アドバイザー事業を開催している。 

 １件実施 

【令和７年度予算事業費 996 千円】 

(3) 重層的な支援体制整備事業の推進 

【重層的支援推進室】 

本市では、重層的支援体制整備事業への移行準備事業を令和５年度から実施。 

 重層的支援体制整備事業の相談・支援件数：29 件（令和７年９月末） 

  うち、支援継続件数２３件、支援終結件数６件 

重層的支援体制整備事業 

１ 包括的相談支援事業 

     本市の一部の各相談窓口を位置付けて開始。 

２ 多機関協働事業 

     支援者への支援を行う機関として、重層的支援推進室を位置付けて実施して

いる。 

３ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

     令和６年１０月より委託により開始。支援につながらない市民への訪問等に

よる支援を実施中。支援対象世帯１０件（令和７年９月末） 

４ 参加支援事業 

     令和６年１０月より委託により開始。支援対象者のニーズを確認し、適切な

社会資源につないでいる。 

５ 地域づくり事業 

     今後、本格実施に合わせて既存の高齢・障害・子ども・生活困窮分野で実施

している事業の活用を検討している。 

【令和７年度予算事業費 21,740 千円】 

２－２ 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

(1) 障害特性に応じた情報提供体制の確保 
【障害福祉課】 

・「大津市障害福祉のしおり」を更新する。 

・大津市ホームページの障害福祉関係の情報をより分かりやすい内容に更新し、市民へ

の周知を図る。 

・手話通訳者を障害福祉課に配置（２人）する。 

・手話通訳・要約筆記派遣事業、ファックス・携帯メール中継サービス事業を実施する。 

・点字新聞の購入者に対し、購読料を補助（年間 14,000 円）する。 

・要約筆記派遣事業を滋賀県聴覚障害者福祉協会に委託して実施する。 

・盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業を実施する。 

・「おおつ手話サービス」（タブレット活用）を実施する。 

・代筆・代読支援事業を実施する。 

【令和７年度予算事業費 11,334 千円】 

【人権・男女共同参画課】 

 ・人権啓発紙『輝きびと』点字版の発行 
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  年３回（７月号、11 月号、翌４月号予定）、各 93 部、当初予算額：319,200 円 

 ・人権啓発紙『輝きびと』音声版の発行 

  年３回（７月号、11 月号、翌４月号予定）、各 70 個、当初予算額：91,770 円 

【令和７年度予算事業費 410 千円】 

【選挙管理委員会】 

令和 7 年 7 月 20 日執行の参議院議員通常選挙においては、令和 5 年度より設置して

いる、口頭で意思を伝えていただくことが難しい方が、投票手続きをスムーズに行える

ように、指差しで投票を支援できるよう参議院議員通常選挙用に更新した「選挙用コミ

ュニケーションボード」、並びに、令和 6 年度より設置している、投票用紙に自筆した

いが記入する枠がよく見えないなど不安がある方が、記入する枠が分かりやすくなるよ

うご使用いただく「投票用紙記入補助具」を、それぞれ市内の全ての期日前投票所及び

当日投票所に用意した。 

また、今回からの取り組みとして、してほしいことを書いて投票所の係員に渡すこと

でサポートが受けられる「投票支援カード」をホームページに掲出するとともに、投票

所受付にも備え付け、投票しやすい環境づくりに取り組んだ。 

 

【広報課】 

「点字版広報おおつ」「声の広報おおつ（カセットテープ版、デイジー版）」を発行し、

市政情報を発信する。 

（Ｒ7.4 月～10 月の 7 カ月分） 

・点字版広報おおつ           479 部 

・声の広報おおつ（カセットテープ版） 175 本 

・声の広報おおつ（デイジー版）    423 枚   執行額 1,749 千円 

 【令和７年度予算事業費 3,724 千円】 

【議会局議事課】 

・「声のおおつ市議会だより」を発行し、市議会情報の発信を行う。 

 （年 4 回発行 対象者 55 人/回） 

・「音声版のおおつ市議会だより」を、大津市議会 YouTube チャンネルに投稿し、市 

議会情報の発信を行う。 

  令和 7 年度アクセス総数 172 件 

 （令和 7 年度で発行済の 2 月通常会議号、招集会議・6 月通常会議合併号の合計数） 

  【令和７年度予算事業費 142 千円】 

(2) コミュニケーション支援の充実 
【障害福祉課】 

・手話奉仕員養成講座の実施（10 会場） 

・手話施策推進協議会にて策定した手話施策推進プラン内の施策の実施 

・入院時意思疎通支援の実施 

【令和７年度予算事業費 3,430 千円】 
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３．福祉のまちづくりの推進 

３－１ 生活環境の整備 

(1) 歩行空間等の整備  
【道路・河川管理課】 

交通安全対策 

市道幹 1036 号線（浜大津一丁目） １か所 

大津駅地下通路（春日町ほか）    １か所 

市道幹 2128 号線（御陵町）    １か所 

【令和７年度予算事業費 10,800 千円】 

【道路建設課】 

 〇都市計画道路事業 

都市計画道路 3・4・9 号（三井寺町ほか） 

・道路改良工事 排水構造物工ほか一式 L＝203m 

  ・道路改良工事 排水構造物工ほか一式 L＝125.8m 

  ・道路舗装工事 舗装工ほか一式    L＝167.4m 

都市計画道路 3・4・46 号（坂本三丁目ほか） 

  ・道路改良工事 排水構造物工ほか一式 L＝29.1m 

  ・用地取得    １件 

  ・埋蔵文化財調査 ２箇所 

都市計画道路 3・5・101 号（堅田二丁目ほか） 

  ・建物補償調査 １件 

  ・用地取得   ２件  

〇道路改良事業 

市道幹１００９号線（真野三丁目） 

・道路改良工事 擁壁工ほか一式 L＝158m 等 

市道中４３０６号線（本宮二丁目）歩道拡幅 

・道路改良工事 擁壁工ほか一式 L＝39m 

市道南０１０１号線（本丸町）歩道設置 

・道路改良工事 排水構造物工ほか一式 L＝50m 

                    【令和７年度予算事業費 922,103 千円】 

【公園緑地課】 

都市公園の園路等において、移動の円滑化に配慮した整備を行う。 

・伊香立公園（駐車場 身体障害者区画及び思いやり区画含む） 

  駐車場舗装：A=2,700.6 ㎡ 

・大津湖岸なぎさ公園（膳所晴嵐の道） 

  園路舗装：L=245m、 A=830 ㎡ 

・大津湖岸なぎさ公園（サンシャインビーチ） 

  園路舗装：L=99.1m、A=509 ㎡ 

・トイレバリアフリー 

   （伊香立公園、皇子が丘公園、茶臼山公園、若葉台公園、）計４公園 

    整備内容：点字案内板、洋式便器、手摺等の設置 

【令和７年度予算事業費 101,693 千円】 
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【地域交通政策課】 

・バリアフリー基本構想における重点整備地区の歩道空間等の整備 

  当初予算額：10,300 千円 

【令和７年度予算事業費 10,300 千円】 

(2) 移動・交通対策の推進 
【障害福祉課】 

・重度障害者の外出支援のため、タクシー利用及び自動車燃料費を助成する。 

・重度身体障害者のため、自動車を改造する場合において改造経費を助成する。 

・身体障害者の自動車運転免許取得費用を助成する。 

・移動支援事業を居宅介護事業所等に委託して実施する。 

【令和７年度予算事業費 179,309 千円】 

【地域交通政策課】 

 ・大津市バリアフリー基本構想に基づき、継続的なバリアフリーの推進に向けて、特定

事業計画等の進捗管理を実施予定。 

   当初予算額：200 千円 

・大津市バリアフリー基本構想に基づき、バリアフリーマップ等の作成を実施予定。 

   当初予算額：3,000 千円 

・高齢者や障害者が自立した日常生活や社会生活の利便性及び安全の向上を図ることを

目的に、昨年度に引き続き、市内で運行する路線バスにおけるノンステップバスの導

入支援を実施予定。 

   当初予算額：1,600 千円、導入予定台数：大型２台 

・高齢者や障害者が自立した日常生活や社会生活の利便性及び安全の向上を図ることを

目的に、市内で運行するタクシーにおけるユニバーサルデザインタクシーの導入支援

を実施予定。 

   当初予算額：1,800 千円、導入予定台数：6 台 

【令和７年度予算事業費 6,600 千円】 

(3) 建築物の整備 
【建築課】 

・学校長寿命化及びトイレ改修事業については、トイレの段差解消や洋式化等、障害児

童の利用を念頭に置いた施設整備工事を進めるとともに、今年度の設計対象である学

校についても、障害児童の利用を考慮した計画となるよう設計を進めている。 

・伊香立市民センター新築工事において、多目的トイレやエレベータ、自動ドア、スロ

ープの設置等など障害者利用に配慮した施設となるよう工事を進めている。 

・老人福祉センター改修事業において、段差解消等高齢者の利用を考慮した施設となる

よう設計及び工事を進めている。 

・上記のほか、施設改修事業において、障害者・高齢者・ベビーカー等の利用が多く想

定される施設においては、施設所管課と協議し可能な限りバリアフリー化の対応を行

っている。 

 

【障害福祉課】 

  障害当事者の方々と公共施設において移動等の障壁となっている箇所を直接確認し、

施設所管課とともにバリアフリーに向けた取組を推進することを目的に「大津市公共施

設バリアフリーチェック」を実施した（２施設）。 



13 
 

・令和７年１１月 ６日（木） 大津市立障害者福祉センター 

・令和７年１１月１２日（水） 逢坂市民センター、大津駅前公園 

  調査結果を施設所管課に通知するとともに、大津市障害者自立支援協議会（差別解消

部会）及び大津市障害者差別解消支援地域協議会へ情報提供する予定。 

 

【自治協働課】 

ふれあいの家設置事業費補助のうち、自治会館のバリアフリー改修に対する補助を行

っている。 

・和邇春日二丁目自治会（床フローリング改修） 

・鍛冶屋町自治会（トイレバリアフリー改修） 

・田辺町自治会（トイレバリアフリー改修） 

・中村ヶ丘団地自治会（トイレバリアフリー改修） 

 【令和７年度予算事業費 5,400 千円】 

【教育総務課】 

・施設包括管理において特別支援教室等の修繕、工事を実施中。 

・堅田小学校及び唐崎中学校の昇降機改修工事（Ⅱ期）、仰木中学校の昇降機棟改修工事

（Ⅰ期）、瀬田北小学校のエレベータ改修の委託業務を実施。 

     【令和７年度予算事業費 57,588 千円】 

3－２ 防災・防犯対策の充実 

(1) 地域ぐるみの支援体制の確立 
【障害福祉課】 

・災害時の要援護者に対する支援に係るネットワーク台帳の整備に向け、障害者手帳取

得者等のうち、同意が得られた方について、民生委員児童委員に情報を提供すべく手

続きを行なっている。 

 

【福祉政策課】 

・大津市避難行動要支援者名簿管理システムにおいて、最新の地図情報へ更新を行うこ

とで、最新の地図に該当する対象者の把握を行っている。また、６月と 12 月に各支

所に保存している名簿の更新を行う。 

【令和７年度予算事業費 3,333 千円】 

【危機・防災対策課】 

地域住民の災害時要配慮者への理解を深め、災害時要配慮者自身の防災意識の高揚を

図るため、出前講座を実施している。 

 

【保健予防課】 

 ＜難病患者災害対策従事者研修会の開催】＞ 

・テーマ「平時からの災害時の電源確保の取組について」 

    令和８年２月 13 日実施予定 

【令和７年度予算事業費 28 千円】 

【消防局予防課】 

・住宅火災の軽減及び住宅火災による死傷者をなくすため、防火対策（住宅用火災警報

器の設置及び維持管理等）に係る広報を実施している。 
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(2) 防災対策の推進 
【障害福祉課】 

・聴覚障害者災害時支援用バンダナの作成。 

・大津市総合防災訓練にて、聴覚障害者への対応を紹介するコーナーの開設。 

・24 時間在宅で人工呼吸器を使用されている方を対象に、災害時に生命を守る備えの

一助として、日常生活用具給付品目に蓄電池等を市独自に追加した。 

【令和７年度予算事業費 1,170 千円】 

【福祉政策課】 

・災害時の被災者支援活動を円滑に進めるため、平常時から各種団体との連携を図り、

大津市総合防災訓練等を通じ、現地災害ボランティアセンターの設置訓練を行う。 

（令和７年度の大津市総合防災訓練は 11 月９日に日吉台学区で実施） 

・災害時のボランティア活動が迅速かつ効果的に行えるよう、災害ボランティア活動を

希望する個人又は団体の事前登録を推進している。 

・引き続き、災害ボランティアセンターの機能強化や運営の協力が得られるような取り

組みに努めていく。 

【令和７年度予算事業費 2,000 千円】 

【危機・防災対策課】 

・大津市総合防災訓練（令和７年 11 月９日）で、行政、地域住民、要配慮者利用施設

との連携のもと福祉避難所運営訓練及び施設への避難訓練を実施。 

・避難行動支援者連絡会議については、災害時の対応について共有するべき事項がある

と判断した場合、実施する予定である。 

・災害リスクのある区域に立地する要配慮者が利用する施設に対して、水害時における

避難確保計画の作成、見直し支援を行っており、地域住民と連携することで災害時に

おける円滑な避難体制の構築を図っている。また対象施設へは、避難確保計画に関す

る訓練を実施する旨の通知をすることを計画している。 

 

【個別避難計画作成推進室】 

避難行動要支援者の個別避難計画について、優先度の高い対象者の計画作成のため、

福祉専門職に作成を依頼することや、計画作成対象者の自宅に訪問し作成を手助けする

ことで、計画作成が完了するよう取り組んでいる。 

また、令和６年度における作成同意率は 39％に対し、令和７年 11 月時点の作成同意

率は 44％と向上した。引き続き、出前講座等の機会を捉え、作成同意率の向上に努め

る。 

【令和７年度予算事業費 1,097 千円】 

【母子保健課】 

小児慢性特定疾病児のうち医療機器を使用する方、及び寝たきりの状態にある方とそ

の家族に対し、年に１回、災害時の備えに関する聞き取り調査を実施。 

また、上記対象者に対し、個別避難計画の作成を推進し、避難訓練を実施している。 

＜個別避難計画作成数＞ 

 令和７年度：３件（令和７年１０月末） 

 

【保健予防課】 

個別避難計画作成件数 新規７件、更新３件（１０月末） 
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【消防局予防課】 

自主防災組織等に訓練（DIG：災害図上訓練、HUG：避難所運営図上訓練）を通じて、

それぞれの地域がもっている災害危険要因を認識させるとともに、災害時における要配

慮者への支援体制についても指導する。また、福祉施設関係者に対しても消防訓練を通

じて火災予防と防災対策の啓発に努め、福祉施設等の安全化を推進する。 

 【令和７年度予算事業費 194 千円】 

(3) 地域における防犯の推進  
【自治協働課】 

犯罪の少ない安全・安心なまちづくりを推進するため、警察や大津市防犯協会などの

関係機関と連携を図り、自主的な防犯活動に対する支援や、市民の防犯意識の高揚に取

組んでいる。 

また、今年度は新たな取組として、「びわこと」及び「リビング滋賀」の広報誌で、特

殊詐欺、侵入盗、乗り物盗に対する啓発を行う予定であり、犯罪の未然防止に寄与し、

より市民の皆様が安心・安全に暮らすことのできるまちづくりを目指している。 

大津市内の犯罪認知件数については、１０月末時点において、前年同期比で増加して

いる。 

（令和６年 10 月末犯罪認知件数）1,606 件 

⇒（令和７年 10 月末犯罪認知件数）1,766 件 

【令和７年度予算事業費 14,590 千円】 

【消費生活センター】 

悪質商法などの被害の未然防止、拡大防止のための情報提供、啓発活動を行っている。 

【令和７年度予算事業費 1,759 千円】 

３－３ 地域福祉活動と団体活動の推進 

(1) 地域福祉の推進 
【福祉政策課】 

・大津市社会福祉協議会があんしん長寿相談所、すこやか相談所等と連携し、助け合

い・支えあい活動の充実を図るため、７つの保健福祉ブロックで生活支援に携わる主

体同士がつながり合う協議体等を設置しており、引き続き地域の課題解決に向けた取

り組みを行う。 

・大津市高齢者等地域見守りネットワーク事業において、大津市社会福祉協議会と民生

委員児童委員協議会連合会、行政、企業と協定を締結し、引き続き、業務中に発見し

た異変に対応する仕組みづくりを進めている。 

・大津市社会福祉協議会施設連絡会では、７つの保健福祉ブロックごとに、障害だけで

なく高齢・児童・保育など分野を超えた施設同士のつながりづくりと、地域との連携

事業を進めている。 

 

(2) 障害者関係団体への支援  
【障害福祉課】 

・障害者関係団体等に対し、その運営に要する経費の一部を補助し、福祉の増進及び障

害者の活動促進を促す。 

・障害者の外出機会を創出する事業等に必要な費用の一部を補助し、障害者の活動の活

性化及び社会参加の促進を図る。 

 【令和７年度予算事業費 2,722 千円】 
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【福祉政策課】 

地域でボランティア活動などをされている人や団体が活動を通じて多様な「つながり」

をつくることができるよう、多種多様な活動をされているグループが集まるボランティ

ア交流会を開催している。 

引き続き、ボランティア活動をしている方々の連携・交流が図れる企画を検討すると

ともに、ボランティアセンター登録グループの拡充が図れるよう取り組んでいく。 

 

４．子どもの育ちに応じた支援の充実 

４－１ 早期発見・対応と療育の推進 

(1) 障害等の早期発見・早期対応 
【母子保健課】 

・母子健康手帳交付時の妊婦保健指導の推進 

・妊婦健康診査基本受診券及び検査受診券の交付 

・医療機関からの妊産婦新生児ハイリスク連絡による早期発見、対応漏れ防止 

・新生児訪問、未熟児訪問活動の推進 

・ホームページやアプリ等で乳幼児健診受診の啓発 

・乳幼児健診での多職種による障害や発達障害につながる可能性のある児の早期発見 

・２歳児までの早期に療育等の必要な支援の提供 

・未熟児養育医療給付事業の実施 

＜ハイリスク妊産婦・新生児 連絡数＞（令和 7 年 10 月末）431 件 

＜新生児訪問件数＞（令和 7 年 10 月末）1,29６件 

＜乳幼児健診受診率＞（令和 7 年 9 月末 ※４か月児健診のみ 8 月末） 

・４か月児健診    98.4％ 

・１０か月児健診   90.8％ 

・１歳９か月児健診  97.9％ 

・２歳６か月児健診  97.7％ 

・３歳６か月児健診  96.7％ 

＜２歳児までの早期に療育等の必要な親子への発達相談件数＞（令和 7 年 10 月末） 

・0 歳児  0 件 

・1 歳児 10 件 

・2 歳児 18 件 

＜未熟児養育医療給付実人数＞（令和７年 10 月末）51 人 

【令和７年度予算事業費 404,790 千円】 

【幼保支援課】 

保育上配慮を必要とする子ども（発達障害児・障害認定のボーダーラインにいる子ど

もを含む保育で配慮を行っている子ども）についての全体把握と、そうした子どもや発

達支援保育・特別支援教育対象児を含む保育に対する保育相談（保育観察）・園相談、発

達相談を行っている。 

 

【保育入所課】 

民間保育園・認定こども園に対して人件費の助成を行い、障害児保育を推進している。 

・Ｒ７．４月 民間保育園・認定こども園障害児加配児童 364 人 
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・障害児等保育事業費補助金 Ｒ７当初 525,657 千円＋11 月補正 100,059 千円 

 障害児保育にかかる保育士加配に要する経費を補助。 

 ＜重度障害児＞    児童１人につき保育士を１人配置。年額 3,480 千円を補助 

 ＜中軽度障害児＞ 児童３人につき保育士を１人配置 

 児童２人以下 2,320 千円、３人以上 3,480 千円×児童数／３を補助 

・体調不良児対応型病児保育事業費補助金 Ｒ７当初予算 136,506 千円 

  体調不良児を保護者が迎えに来るまで保育し、かつ医療的ケア児童の受入体制を

整えるため、年間通じて看護師、准看護師、助産師、保健師を配置する場合に年額

4,496 千円を補助。 

 【令和７年度予算事業費 762,222 千円】 

【教育支援センター】 

・発達相談事業の実施 

 ことばの教室（人件費：26,725 千円） 

  ことばに関する課題や障害がある幼児、児童生徒とその保護者を対象に言語訓練お

よび言語相談を実施し、状況の緩和と本来機能の促進を図る。 

実績（10 月末現在） 指導数：1,467 件（就学前：1,383 件、学齢期：84 件） 

   【令和７年度予算事業費 3,125 千円の内の一部（人件費別）】 

 

【やまびここども療育センター、東部及び北部こども療育センター】 

 ・障害のある子どもや発達支援を必要とする子ども及び医療的ケアや肢体不自由をとも

なう重症児に、療育を受ける前段階の早期対応の場として親子で遊べる場を提供して

いる。 

・保護者支援と保護者の療育への理解を促進している。 

・利用状況（10 月 3１ 日現在） 

   やまびこ園（ぷちらら、ぷちららっこ）  19 人（内７人やまびこ園途中入園） 

   北部こども療育センター（わくわくっこ） ８人 

   東部こども療育センター（のびのびっこ） ７人 

・やまびこ園は、週１日 半日親子登園のクラス（ぷちるる）を 9 月より新設し、より

早期から支援が必要な親子への療育の充実を図っている。 

・相談支援事業所は地域の保健師との連携を強化。発育の相談や子育て相談、療育を受

ける前段階の早期対応として家庭訪問や電話相談を実施している。 

【令和７年度予算事業費 80,970 千円の内の１事業】 

【こども発達相談センター】 

  発達に課題をもつ子どもと保護者が早期に相談を開始できることを目的に、母子保健

課と連携して３歳６か月児健診からのつなぎの充実を図るとともに、９月には校園を通

じて、３歳児、５歳児、小１、小２、小３の保護者にセンターの案内ちらしを配布また

は配信した。 

【令和７年度予算事業費 55,612 千円（こども発達相談センター事業費、全て含む）】 

(2) 療育・発達支援体制の充実 
【障害福祉課】 

・障害者自立支援協議会のこども部会を通じて、各関係機関との連携を一層図り、早期

発見・早期支援を行うとともに、子どもの必要性に応じたやまびこ園等の療育の場を

提供し、親子が共に育ちあう基盤づくりを図っている。 

・早期療育を利用せずに保育所、幼稚園、認定こども園等を利用している障害のある子
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どもや発達上の支援を必要とする子どもを、必要な支援や制度につなげ、あわせて保

護者に対して情報提供を行い、巡回相談や学習の機会の充実に努めている。 

・養護学校卒業後に、障害の特性に応じた地域生活、就労などへの円滑な移行を推進す

るため、特別支援学校高等部で、調整会議や個別の進路懇談等を行う。4 月から、卒

業予定の生徒に対する懇談会に参加しており、おおつ「障害者の生活と労働」協議会

（O.S.K.）等の事業所への案内や、一般就労や職業訓練、生活介護や就労移行、就労

継続支援等の各事業所の定員や受入状況、受入可能状況等の情報収集を行い、6、7

月に進路調整会議、11 月に進路課題共有会議を開催した。会議には、市のケースワ

ーカーが出席し、学校の先生方や保護者の皆様と一緒に相談するなど、進路決定過程

の早い段階から、福祉、就労など関係機関の協力を得る支援体制の充実を図っている。 

 

【やまびここども療育センター、東部及び北部こども療育センター】 
・在籍児には年 1～2 回発達相談を実施している。 

・令和７年度利用状況（１０月末現在契約者数） 

 ＜児童発達支援事業＞ 

   やまびこ園       51 人 

   わくわく教室（北部）  34 人 

   のびのび教室（東部）  26 人 

 ＜居宅訪問支援事業＞（契約者数） 

   やまびこ園        ０人 

   わくわく教室（北部）   ０人 

 ＜保育所等訪問支援事業＞（契約者数） 

   やまびこ園        ２人 

   のびのび教室       １人 

      わくわく教室       １人 

 ＜発達支援療育事業＞（契約者数） 

   のびのびランド（東部） 14 人 

【令和７年度予算事業費 80,970 千円の内の１事業】 

【子育てひろばゆめっこ】 

知的能力や理解力は一定あるものの、対人関係の作りにくさや自分の行動をコントロ

ールすることが苦手等、社会生活を送る上での困難や課題を抱える可能性のある子ども

を対象に、子育てひろばゆめっこ内発達支援療育事業「ぱるランド」において療育と保

護者支援を実施している。 

・「ぱるランド」 

通所児数 2 グループ 計 16 人 

【令和７年度予算事業費 739 千円】 

【教育支援センター】 

・就学相談会の実施 

  特別な教育的支援を要する幼児、児童生徒の望ましい就学先を、保護者の意向を可

能な限り尊重しながら、対象者に最もふさわしい教育を行うという視点に立って、相

談および情報提供し、専門家による審議を経て結果報告する。 

９月末実績 夏の就学相談会 11 日開催、教育支援委員会 7 回開催 

申し込み件数 計：571 件（就学前：251 件、学齢期：320 件） 

【令和７年度予算事業費 3,125 千円の内の一部（人件費別）】 
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４－２ 年齢や発達段階、障害特性に応じた保育・教育の充実 

(1) 乳幼児期における保育・教育の充実  
【障害福祉課】 

・全ての保育所・幼稚園・認定こども園等において、子ども集団の中で一人一人に応じ

た園生活が充実できるよう、障害者自立支援協議会等において改善協議を進めている。 

 

【子育てひろばゆめっこ】 

子育てひろばゆめっこに発達支援療育事業を位置づけ、知的能力や理解力は一定ある

ものの、対人関係の作りにくさや自分の行動をコントロールすることが苦手等、社会生

活を送るうえでの困難や課題を抱える可能性のある子どもを対象に、各種の事業を実施

している。 

・「3 広場」 

  会  場：志賀南幼稚園・瀬田幼稚園 

  対  象：2 歳児 

  参加人数：各広場 8 組程度 

  開催回数：月 1～2 回（志賀南幼稚園  年間 20 回、瀬田幼稚園 年間 13 回） 

・「さんさん広場」 

  会  場：子育てひろばゆめっこ・小野児童館・東部こども療育センター 

  対  象：1 歳児 

  参加人数：各広場 8 組程度 

  開催回数：年間 3 クール（東部こども療育センターのみ年間 2 クール） 

1 クール 4 回 

・「ぽかぽか広場」 

  会  場：子育てひろばゆめっこ 

  対  象：「さんさん広場」に参加した親子 

  参加人数：8 組程度 

  開催回数：月１回（人数に応じて 2 グループ） 

・育ち合い広場「ゆめそだち」 

  会  場：子育てひろばゆめっこ・各つどいの広場 

  対  象：1 歳 1 か月～1 歳 4 か月 

  参加人数：各広場 8～12 組程度 

  開催回数：年間 3 クール 1 クール 4 回 

・育ち合い広場「ぷちゆめそだち」 

  会  場：子育てひろばゆめっこ 

  対  象：6 か月～8 か月 

  参加人数：各広場 8 組程度 

  開催回数：年間 4 クール 1 クール 3 回 

【令和７年度予算事業費 340 千円】 

【幼保支援課】 

・集団の中で育ち合うことが一人一人の健やかな育ちを保障することを踏まえ、発達状

況・障害特性に応じた支援・関わりを検討して個別指導計画を作成し、保育・教育の

取り組みを進めている。 

・専門職による障害児保育・特別支援教育対象児巡回相談を行っている。 
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・発達をはじめ、子ども理解を進める研修、障害児保育の公開保育や実践交流会などを

実施し、保育・教育の質の維持・向上を図っている。 

 ※公開保育…10/２つくし保育園にて実施 

 ※実践交流会…2/４開催予定 研修資料として各園にレポート作成依頼、集約予定 

  【令和７年度予算事業費 20 千円】 

【やまびここども療育センター、東部及び北部こども療育センター】 
・個別の支援計画の作成と保護者への説明を行うとともに、きめ細やかな療育を実施。 

 このためにも、県の自立支援協議会が実施する資格取得の研修に参加し、今年度の

児童発達支援管理責任者の資格取得者は３人、相談支援専門員の資格取得者は 1 人。 

・地域支援として、関係機関等に対して、各療育にて職員向けの学習会を実施。 

 ST 学習会、OT・PT 学習会、発達学習会、保護者支援学習会 

  きこえの学習会 

  発達学習会 ST 学習会実施 事例検討 

  公立保育園との合同学習会の開催 

  盲学校・聾学校の先生による学習会 

・各療育エリアの保育園・幼稚園・こども園・民間児発等に参加を呼びかけて、療育

実践報告交流会を開催。 

・３療育の発達相談員が保育園や幼稚園を巡回して相談を実施。 

  相談件数：112 件（令和 7 年 10 月末実績） 

      やまびこ：31 件、わくわく：29 件、のびのび：52 件 

・3 相談支援事業所は、地域支援として契約者が利用されている事業所と共に在籍園

の訪問を実施。集団の中での育ちと個別の支援を繋ぐ役割を担っている。 

  【令和７年度予算事業費 80,970 千円の内の１事業】 

(2) 学校教育の充実 
【教育支援センター】 

・観察訪問、指導訪問の実施 

・特別支援教育巡回相談の実施 

（巡回相談）※10 月末現在 

巡回件数  382 件 

検査と報告 247 件（検査：136 件、報告：111 件） 

対象のべ人数 1,042 人（小学校：875 人、中学校：167 人） 

（多職種巡回相談）※10 月末現在 

巡回件数  108 件（小学校：76 件、中学校：32 件） 

・特別支援教育諸学校体験入学、福祉施設などの体験入所の実施 

・学校生活支援員の配置 

・副次的な学籍制度、特別支援学校在籍児童生徒の居住地校交流の実施 

 小学校：特別支援学校と市立小学校間の「副次的な学籍」制度 

 中学校：特別支援学校在籍生徒による居住地校交流 

  【令和７年度予算事業費 3,125 千円の内の一部（人件費別）】 

(3) 教育環境の整備・充実 
【教育支援センター】 

・小中学校特別支援学級担当者会の実施  

・特別支援教育コーディネーター連絡会議の開催 
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【幼保支援課】 

・特別支援教育担当者会を開催している。担当者全員での全体研修会（年２回）、保育

現場での公開保育研修（３回のうち１回を選択）、動画視聴による研修（年 1 回）を

実施し、幼児理解や教師の関わりについて学んでいる。 

・担任対象の特別支援教育に関する研修を今年度新規で実施した。担任の立場で特別支

援教育対象児をどのようにクラス運営に生かしていくかということを学んだ。 

・幼稚園指導訪問（年１回）、観察訪問（年２回）、園相談（希望園年１～２回程度）を

実施し、具体的な指導の手立てや幼児理解などについて指導助言を行う。 

・就園相談会を実施し、来年度の特別支援教育の充実、教育環境の整備や人材配置の充

実を図る。 

 

(4) 休日や放課後活動の充実  
【障害福祉課】 

・日中一時支援事業の実施（74 事業所） 

・日中一時支援事業所に対し、用地等賃借料を補助し事業運営を支援する。 

・放課後等デイサービス 

【令和７年度予算事業費 2,050,952 千円】 

【児童クラブ課】 

・保護者が就労等のため、通所を必要とする障害児を受け入れ、支援員を適正に配置す

る。（受け入れた児童クラブ数：28 か所、受け入れた児童数：103 人） 

・児童クラブ課と現場（児童クラブ）の支援員において保育相談を実施。 

・通所する障害児の処遇についてスタッフ会議において検討予定（２月）。 

・児童の状況を小学校等と情報交換し、対応について検討し、実施。 

・障害児保育部会を２回開催し、各児童クラブの実践事例について共有し、検討。 

・２月に障害児実践交流会を開催し、障害児保育部会の実践事例の総評を受け、各児童

クラブの保育の振り返りを実施予定。 

 

(5) 医療的ケア児への支援の充実 

【障害福祉課】 

・委託相談支援事業所で相談支援専門員として業務に当たっている者で医療的ケア児者

コーディネーター養成研修を受講した 12 人を医療的ケア児者コーディネーターとし

て配置。 

・大津市障害者自立支援協議会に重症心身障害者及び医療的ケア児支援協議会を設け、

関係機関の連携と支援体制の充実を図るため協議を行っている。 

・医療的ケア児童生徒の通学に係る保護者支援事業を実施。 

・令和 7 年 8 月 1 日より人工呼吸器の非常用電源の購入費助成を開始。 

【令和７年度予算事業費 5,280 千円】 

【母子保健課】 

・妊産婦・新生児ハイリスク連絡による早期発見 

・在宅療養に向けた医療機関とのカンファレンス 

・訪問看護や福祉サービス等の情報提供 

・リハビリや療育等の情報提供 
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・小児慢性特定疾病児に対して新規申請及び更新申請時の現状把握 

・小児慢性特定疾病児童等療養生活支援事業（レスパイト）の実施 

＜実績：令和７年 11 月末＞ 

 妊産婦・新生児ハイリスク連絡数 431 件（１０月末） 

 新規申請及び更新申請時のおたずね票による現状把握 341 件 

 小児慢性特定疾病児童等療養生活支援事業（レスパイト）利用者数 ０人 

  【令和７年度予算事業費 10,511 千円】 

【保健予防課】 

重症心身障害児者及び医療的ケア児者支援協議会への出席 

 ２回出席（10 月末） 

 

【やまびここども療育センター、東部及び北部こども療育センター】 

・医療的ケアが必要な乳幼児や重症心身障害児に対して療育を実施している。 

 ・看護師を配置し、医療機関との連携を図りながらの療育を実施している（やまびこ

園、わくわく教室、のびのび教室） 

 ・通園が難しい医療的ケア児に対しては、居宅を訪問しての療育を実施している。（わ

くわく教室） 

 ・PT・OT・ST や栄養士などの専門職もケースに関わり、療育や家庭支援の充実を 

図っている。 

・やまびこ相談支援事業所、わくわく相談支援事業所、のびのび相談支援事業所にいる

医療的ケア児等コーディネーターは、家庭生活の状況を把握したり、訪問看護やすこ

やか相談所などとの関係機関と連携したりして支援を実施している。児童発達支援等

の利用希望の有無に関わらず、すこやか相談所の保健師等と連携して、できるだけ早

期の在宅生活の段階から関わることを開始している。 また、就学後、学校や放課後の

過ごしの場で医療的ケアが必要な児について、保護者や関係機関と連携して相談を重

ねたり対応を検討したりしている。 

【令和７年度予算事業費 80,970 千円の内の１事業】 

【幼保支援課】 

・令和７年度は、医療的ケアの必要な園児は、公立保育園に２人、公立幼稚園に５人が

在園している。 

・上記６名の医療的ケアの詳細は、酸素吸入２人、吸引１人、インスリン投与３人、導

尿１人であり、主治医の指示書に基づき、園で実施した。 

・公立保育園においては、医療的ケアの必要な園児が在園する園には可能な限り保健担

当を２人配置とする。公立幼稚園においては、医療的ケアを行う看護師５人を配置し

ている。 

・医療的ケア児が在園する園への継続支援として「医療的ケア児の巡回訪問」を開始し

た。1 回/2・3 か月園訪問を行い、該当園児の状況確認とともに担当職員からの相

談・助言を行っている。また「非常時における訪問支援」として、園の看護師等が不

在時に課の看護師が園でのケアを実施する応援体制を開始した。 

・医療的ケア児が保育所等への入所希望をされた場合、「園で医療的ケアが必要な場合の

入所手続き」として保護者からのケア申し込み書、主治医の入園に関する意見書等の

様式を整備し、運用を開始した。様式提出後に保護者と面談を行い、医療面の詳細な

聞き取りや情報整理を行っている。 

・消耗品･備品等を必要に応じて購入している。 
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【令和７年度予算事業費 431 千円】 

４－３ 一貫した相談支援体制の強化 

(1) ライフステージに応じた相談支援体制の充実 
【障害福祉課】 

  発達障害部会にて発達障害者等自発的活動費補助金についての情報を共有し、発達障

害者や家族の交流を支援する。 

【令和７年度予算事業費 30 千円】 

【こども発達相談センター】 

こども発達相談センターでは、発達等に課題をもつ３歳６か月児健診終了後の幼児か

ら中学生とその保護者を対象に、発達相談、医師相談、保護者相談、校園等との連携を

行っている。また、中学卒業から 18 歳未満に対する支援については、相談内容に応じ

て関係機関へつないでいる。 

その他、市民公開講座や関係職員を対象とした研修を実施し、子どもの発達支援に関

する知識の普及を図るとともに、少人数グループで、子どもの発達や適切な関わりにつ

いて共に学び、保護者同士の交流をはかる場として「保護者学習会」を企画運営してい

る。 

相談者数は年々増加している。幼児期にセンターにつながり、学齢期を通じて継続的

に相談支援を受けている児童が増えている。 

（令和７年度実施状況（１０月末時点）） 

相談     実人数：927 人（昨年同時期：812 人） 

       相談支援延べ件数：4,700 件（昨年同時期：4,261 件） 

研修会    開催回数：３回、参加者数：253 人 

保護者学習会 実施回数：22 回、参加実人数：47 人、参加延べ人数：112 人 

【令和７年度予算事業費 55,612 千円（こども発達相談センター事業費、全て含む）】 

【やまびここども療育センター、東部及び北部こども療育センター】 

・療育から保育園・こども園・幼稚園へと、子どもたち一人ひとりに合わせた引継ぎの

実施。 

・３療育の発達相談員が保育園や幼稚園を巡回しての相談を実施。（再掲） 

・療育卒所児の就園先保育園・こども園・幼稚園への卒所児訪問を実施。 

・保育園や幼稚園に入園して１年目の親子への里帰り保育を実施し接続への支援を行う。 

・それぞれのこども療育センターにおいて、保育園こども園幼稚園に通園する巡回相談

を受けているこどもや保護者を対象に月１回親子広場ふたばを開催し、保護者の悩み

事を聞いたり、こども達が存分に遊べる環境を整えたりしている。 

・就学時に公的支援が途切れることで移行期に不安を持たれる保護者を支えるために、

3 相談支援事業所では、5 歳児の保護者には放課後の過ごし説明会の案内や個別相談

の実施、就学後を担当する相談支援事業所への引継ぎ等を実施している。就学後の相

談支援の不足で、希望する人についてもらえない現状がある。 

  公立の児童発達支援利用に関する契約数（R7.10 月末） 

   やまびこ相談支援事業所（やまびこ園）  49 件 

   わくわく相談支援事業所（わくわく教室） 34 件   

   のびのび相談支援事業所（のびのび教室） 26 件 

   民間の児童発達支援利用に関する契約数（R7.10 月末） 

   やまびこ相談支援事業所 73 件  
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   わくわく相談支援事業所 35 件 

   のびのび相談支援事業所 56 件 

【令和７年度予算事業費 80,970 千円の内の１事業】 

【幼保支援課】 

・保育所・認定こども園・幼稚園での発達支援保育・特別支援教育対象児の受け入れに

あたり、保護者の同意のもと関係機関での発達支援経過を当該園に引き継ぐ。また、

在園児が関係機関での相談・支援を受けるに当たり、保育観察の結果等を必要に応じ

て連携している。 

・発達支援保育・特別支援教育対象児の就学に当たって、保育園・認定こども園・幼稚

園から就学先小学校へ、保幼小連絡会などを通じて対象児の申し送りを行う。 

 

【こどもの育ち支援課】 

・支援対象児が小学校に就学するに当たっては、4 歳児クラスの後半期（10 月～3 月）

から、保護者に対して就学に向けての取り組みを本格的に開始している。発達支援保

育・特別支援教育対象児への巡回相談（発達相談・家庭相談）において、4 歳児クラ

ス巡回相談では就学についての案内・相談を行い、5 歳児クラスの前半期（4 月～9

月）では就学相談等に向けた相談を行っている。 

・保護者からの希望に応じて、担当相談員から就学先小学校に宛てた申し送り文章を作

成し、保護者とも共有する。また、状況に応じて、担当相談員が直接学校と引継ぎ・

連絡会を実施する。 

・発達支援保育・特別支援教育対象児が転園・転出する場合、保護者からの希望に応じ、

担当相談員が申し送り文章を作成する。また、医療機関の受診等に当たり、保護者か

らの申し出により、発達支援経過報告書を作成し支援機関の連携を図る。 

 

 (2) 関係機関との連携の充実 
【障害福祉課】 

・障害者自立支援協議会のこども部会を通じて、各関係機関との連携を一層図り、早期

発見・早期支援を行うとともに、子どもの必要性に応じてやまびこ園等の療育の場を

提供し、親子が共に育ちあう基盤づくりを図っている。 

・早期療育を利用せずに保育所、幼稚園、認定こども園等を利用している障害のある子

どもや発達上の支援を必要とする子どもを、必要な支援や制度につなげた。あわせて、

保護者に対して情報提供を行い、巡回相談や学習の機会の充実に努めた。 

・就学前児童の計画相談について、受け手不足の改善について検討を行っている。 

・養護学校卒業後、障害特性に応じた地域生活、就労などへの円滑な移行を推進するた

め、特別支援学校高等部で調整会議や個別の進路懇談等を行っている。 

・おおつ「障害者の生活と労働」協議会（O.S.K.）等の事業所に案内し、一般就労や職

業訓練、生活介護や就労移行、就労継続支援等の各事業所の定員や受入状況、受入可

能状況等の情報収集を行い、4 月から進路調整会議、進路課題共有会議を開催。会議

には、市のケースワーカーが出席し、学校の先生方や保護者の皆様と一緒に相談する

など、進路決定過程の早い段階から、福祉、就労など関係機関の協力を得る支援体制

の充実を図っている。 

 

【子育てひろばゆめっこ】 

・保護者や学校園との連携を深め、対象児の就園・就学先への引継ぎを行っている。 
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・母子保健課と連携をとりながら、発達支援療育広場事業「２歳児広場」と、１歳９か

月健診の事後フォローとして１歳児広場（さんさん広場）、「さんさん広場」後、次の

支援までの継続した居場所づくりとして、「ぽかぽか広場」（R7 年度より開始）を実施

している。 

・子どもの成長に応じた、具体的な関わりを、子育ての見通しを伝えながら、子育てに

不安を持つ家族を受け止め、子育てへの安心感や楽しさを感じられる取り組みとして、

育ち合い広場「ぷちゆめそだち」（6 ヶ月～8 か月対象）と、「ゆめそだち」（1 歳～1

歳 4 か月対象）を実施している。 

・大津方式のアップデート会議や、調整会議など、各関係機関との連携の中で子育て支

援および発達支援が必要な子育て家庭に届くような仕組み作りや内容の検討を行って

いる。 

 

【母子保健課】 

乳幼児健診に従事する職員（発達相談員）が「療育前早期対応親子教室」や「発達支

援療育事業３広場」等に参加し、関係者及び関係機関と情報共有し連携を図る。 

＜関係機関との連携実績：令和７年 9 月末＞ 

・療育前早期対応親子教室       3 回 

・1 歳９か月児健診事後フォロー教室 24 回 

・発達支援療育広場          7 回 

・療育への引継ぎ           0 回  計 34 回 

【令和７年度予算事業費 450 千円】 

【やまびここども療育センター、東部及び北部こども療育センター】 

・相談支援が関わっているケースに関して、幼保支援課やこどもの育ち支援課の巡回相

談担当（発達相談員、家庭相談員）や在籍園との連携を引き続き実施している。 

・児童発達支援への理解を得て、支援の連携をはかるため、幼稚園、保育園、こども園

に児童発達支援について伝える機会をもった。 

・３相談支援事業所では、計画作成時やモニタリング時に家庭訪問を実施しており、そ

こで把握した家庭での育児の困りごと、家庭状況の変化など気になる状況があれば関

係機関と連携している。 

【令和７年度予算事業費 80,970 千円の内の１事業】 

【教育支援センター】 

・大津市障害者自立支援協議会トライアングルプロジェクトへの参加 

 

(3) 障害のある子どもを育てる家族支援の充実 
【障害福祉課】 

・日中一時支援事業の実施（74 事業所） 

・日中一時支援事業所に対し、用地等賃借料を補助し事業運営を支援する。 

・放課後等デイサービス 

【令和７年度予算事業費 2,050,952 千円】 

【こども発達相談センター】 

発達に課題をもつ子どもの保護者を対象に、少人数グループで、子どもの発達や適切

な関わりについて共に学び、保護者同士の交流をはかる場として「保護者学習会」を企

画運営している。 

・保護者学習会 令和７年度実施状況（令和７年 10 月 31 日時点）  
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 実施回数：22 回、参加実人数：47 人、参加延べ人数：112 人 

【令和７年度予算事業費 55,612 千円（こども発達相談センター事業費、全て含む）】 

【子育てひろばゆめっこ】 

子育てひろばゆめっこに発達支援療育事業を位置づけ、知的能力や理解力は一定ある

ものの、対人関係の作りにくさや自分の行動をコントロールすることが苦手等、社会生

活を送る上での困難や課題を抱える可能性のある子どもを対象に、各種の事業を実施し

ている。 

「ぱるランド」 

・「語り合い」「自主活動」「学び合い」等の保護者活動を通し、仲間づくりを促すとと

もに、卒所児の保護者との交流会を開催している。 

・卒所児の保護者に対して、年１～２回、交流会を開催し、保護者同士の交流や情報

交換を行っている。 

・卒所児の保護者が結成している「ぱるっこ」へ側面的支援を行った。（月 1 回の交

流での保護者への助言・相談等の支援）。 

「2 歳児広場」「1 歳児広場」「ぷちゆめそだち」「ゆめそだち」 

・保護者同士の交流・情報交換等を行う「子育てトーキング」を実施している。 

 

【幼保支援課】 

・保護者に対して学習会や研修の機会を提供し、子育ての見通しを持つとともに就学に

向けての考え方を整理できるよう支援している。 

  ※保護者・職員学習会…7/１開催 講師謝礼として 3,000 円×3 人 

 ※保護者職員事例学習会…9/2 開催 講師謝礼として 3,000 円×1 人 

・各園においては保護者同士の交流や学び合いの場として「親の会」を組織し、運営の

サポートを行っている。地域交流を図れるよう北部・中部・南部の親の会も実施して

いる。 

・各園にて必要に応じ個別懇談（相談）を行い、きめ細やかな対応をしている。 

【令和７年度予算事業費 12 千円】 

【やまびここども療育センター、東部及び北部こども療育センター】 

・保育園エリアごとの巡回相談を受けている児の親の会へ参画している。（年３回） 

・のびのびでは秋のつどいにきょうだいの参加を受け入れた。 

・3 相談支援事業所では、計画相談につながる保護者からの相談に限らず、保護者の発

信やニーズに応じて家庭訪問を行い、必要な支援につながるようタイムリーな相談を

実施している。 

・児童発達支援事業所に訪問したり、児童発達支援の園訪問に同席して支援の現場での

声を聞いたり、保護者を含めて支援者が集まり子どもへのより良い支援について話し

合ったりしている。 

               【令和７年度予算事業費 80,970 千円の内の１事業】 
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５．保健・医療の充実 

５－１ 医療との連携 

(1) 医療機関との連携強化 
【母子保健課】 

歯科医療従事者を対象に障害者（児）歯科研修会を開催し、障害者（児）への理解や

歯科治療時における対応について学ぶ研修を実施した。 

＜令和 7 年度実施結果＞ 

開催日：令和 7 年 10 月 23 日 

参加者：43 名 

テーマ：「一次医療での障がい者歯科診療～私の行っている障がい者歯科～」 

 【令和７年度予算事業費 26 千円】 

【保健予防課】 

＜難病対策地域協議会の開催＞ 

・難病対策地域協議会（令和８年２月５日開催予定） 

＜個別相談＞ 

特定医療費（指定難病）申請時等に要支援難病患者やその家族が抱える日常生活や療

養上の悩みについて個別の相談・助言等を行う。必要に応じて家庭訪問や面接、電話等

で相談に応じる。 

・健康相談及び訪問指導を通じた支援（10 月末） 

   訪問  33 件 

   面接   １件 

   電話 185 件 

   合計 219 件 

【令和７年度予算事業費 275 千円】 

【地域医療政策課】 

地域における医療・福祉等に関する現状や課題を明らかにし、今後の目指すべき姿の

共有や保健・医療・介護・福祉相互の連携強化を図っている。 

①在宅医療・介護連携推進事業全体会議（令和７年５月実施済、令和８年３月予定） 

②訪問診療訪問看護体制強化検討会（令和７年 10 月実施済） 

③病院とケアマネジャーの入退院支援ルールの運用（ルールの改訂作業中） 

④入退院支援情報交換会の開催（令和８年１月実施予定） 

⑤診療所における在宅医療実施状況調査（令和７年 10 月実施済） 

【令和７年度予算事業費 1,590 千円】 

(2) 地域医療・リハビリテーションの充実 
【地域医療政策課】 

在宅療養中の脳卒中維持期の患者、難病患者、障害者等が、地域で安心して生活でき

るよう、在宅医療・介護の現場でリハビリテーションに携わる専門職や関係機関・団体

の支援と連携のシステムを整備することを目的に実施している。 

①地域リハビリテーションサポーター会議（２回実施済、令和７年１２月・令和８年

２月実施予定） 

②リハビリテーション相談事業（実施中） 

③リハビリテーション出前講座講師派遣事業（実施中） 
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 【令和７年度予算事業費 121 千円】 

(3) 医療的ケアの必要な人への支援の充実 
【母子保健課】 

医療機関からの妊産婦・新生児ハイリスク連絡による早期発見    

＜実績：令和７年 10 月末＞ 

妊産婦・新生児ハイリスク連絡数 431 件 

【令和７年度予算事業費 9,660 千円】 

【保健予防課】 

 ＜難病在宅支援従事者研修会＞ 

テーマ「在宅支援の現場力とは何か」 

       令和７年 11 月 19 日実施予定 

＜医療講演会＞ 

講演「脊髄小脳変性症・多系統萎縮症∼日常生活でのリハビリテーションについて∼」 

      令和７年 10 月 21 日実施 参加者 21 人 

講演「パーキンソン病の病気の理解と日常生活について」 

      令和７年 11 月 27 日実施予定 

＜ケアマネジメント・アドバイザー事業＞（10 月末） 

   実施状況 １件 

 ＜重症神経難病在宅療養支援ガイドブックの周知、活用＞（10 月末） 

   ４冊 

【令和７年度予算事業費 142 千円】 

(4) 医療サービスの充実 
【障害福祉課】 

自立支援医療（更生・育成）の給付を行う。 

【令和７年度予算事業費 425,050 千円】 

【保険年金課】 

障害者の保健の向上に寄与するとともに、市民福祉の増進を図ることを目的として、

医療費の一部を助成する。 

【令和７年度予算事業費 817,835 千円】 

５－２ 精神保健福祉に関する支援体制の充実 

(1) 医療・相談体制の充実 
【障害福祉課】 

・ケース会議等を通じて主治医との連携に努め、医療機関・地域関係者との連携を図っ

ている。 

・精神障害のある人の家族からの相談に対し、必要な知識や情報を提供し、適正な医療

や再発予防を図る。 

 

【保健予防課】 

＜精神保健福祉に関する早期介入・支援事業＞（１０月末） 

医療機関や各種相談機関から相談があった未受診者や医療中断者に対し、支援チーム

が介入し集中的に関わることで、適切な医療やサービスにつなぎ、地域の一員として安

心して暮らせるように支援を行っている。 

対象者 17 名 



29 
 

 ・訪問     127 件 

 ・面接      16 件 

 ・電話     222 件 

  ・手紙、メール  29 件 

 ・運営会議    １ 回 

＜定例ケース検討会＞ 

  ３回実施（10 月末） 

 年間５回実施予定 

【令和７年度予算事業費 277 千円】 

(2) 精神障害のある人の地域移行への支援 
【障害福祉課】 

精神障害者退院促進支援を、精神障害者を対象とした機能強化事業所に地域生活支援

拠点コーディネーターを配置して、精神科病院長期入院者の地域移行のため居宅介護事

業所や就労継続支援事業所等と連携し、円滑な地域移行のために実施している。 

【令和７年度予算事業費 6,930 千円】 

【保健予防課】 

＜大津市障害者自立支援協議会精神保健部会＞（10 月末） 

  ４回実施済 

＜精神保健福祉に関する早期介入・支援事業＞（10 月末） 

 運営会議１回実施 

【令和７年度予算事業費 199 千円】 

５－３ 健康づくり施策の充実 

(1) 健康づくりの普及啓発 
【健康推進課】 

  生活習慣病や疾病の予防、介護を要する状態となることの予防、その他健康に関する

事項についての正しい知識の普及を図るとともに「自らの健康は自らで守る」という意

識と自覚を高め、健康の保持増進に資することを目的に、各すこやか相談所単位で健康

教育や健康づくりの普及啓発を実施している。 

【令和７年度予算事業費 234 千円】 

(2) 健康診査・訪問指導の充実 
【健康推進課】 

＜基本健康診査＞ 

 メタボリックシンドローム（内蔵脂肪症候群）をはじめとした生活習慣病の予防及び

早期発見を目的に実施している。（健康増進法第 19 条の２） 

 ・対象者：40 歳以上で医療保険に未加入の大津市生活保護受給者等 

      ※ただし、75 歳以上の者については、後期高齢者健康診査の対象者に併

せ、長期入院者及び施設入所者のみ対象外としている。 

＜訪問指導＞ 

 家庭において、その置かれている環境や心身の状況等から、療養上の保健指導が必要

であると認められる本人及び家族に対して訪問指導を行い、心身機能の低下の防止と健

康の保持増進を図る目的で実施している。（健康増進法第 17 条第 1 項） 

【令和７年度予算事業費 2,960 千円】 

 ＜がん検診等＞ 
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健康増進法に基づくがん検診をはじめ、各種検（健）診を引き続き実施している。 

   ①胃がん検診（胃内視鏡検査、胃部エックス線検査） 

   ②大腸がん検診 

   ③肺がん結核検診 

   ④乳がん検診 

   ⑤子宮頸がん検診 

   ⑥肝炎ウイルス検診 

   ⑦胃がんリスク検診 

   ⑧歯周疾患検診 

【令和７年度予算事業費 310,656 千円】 

(3) 健康相談の充実 
【健康推進課】 

心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行うことにより、生活

習慣病や疾病の予防及び健康の保持増進を図っている。 

各すこやか相談所や市民センター等で健康相談を実施している。 

【令和７年度予算事業費 234 千円】 

(4) こころの健康づくり支援の充実 
【保健予防課】 

＜啓発事業＞ 

こころの健康づくりを支援するとともに、こころの不調への気づきや早期相談・早期

治療を支援する。また、心の病気の早期回復と社会復帰、再発防止を支援する。 

・おおつ健康フェスティバルでのメンタルヘルス啓発 

令和７年 10 月 19 日開催 290 人参加 

・アルコール講座 「考えてみよう、お酒との付き合い方」 

令和７年 10 月７日開催 20 人参加 

・自殺予防週間街頭啓発 

令和７年９月９日実施 働く世代に向けて啓発ティッシュを配布（1,000 個） 

令和７年９月 11 日実施 滋賀弁護士会主催 暮らしとこころの相談会にて啓発グッ

ズを配布（10 個） 

・自殺対策強化月間の啓発（啓発マスクの配布予定） 

令和８年３月実施予定 

・出前講座 

「こころの健康づくり」 

令和７年５月 26 日実施 ８人参加 

令和７年６月 26 日実施 11 人参加 

令和７年 10 月７日実施 18 人参加 

・こころのサポーター養成講座 

令和７年 11 月５日開催 55 人参加 

【令和７年度予算事業費 121 千円】 
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６．地域生活支援の充実 

６－１ 障害福祉サービス等の充実 

(1) 障害特性や個々のニーズへの対応の充実 
【障害福祉課】 

・療養介護サービス 

・生活介護サービス 

・重症心身障害者に対する専門的ケアを提供するために必要な人員配置の経費の一部を

補助する。 

・強度行動障害者に対する専門的ケアを提供するために必要な人員配置の経費の一部を

補助する。 

【令和７年度予算事業費 2,603,761 千円】 

【介護保険課】 

介護保険制度の対象となる障害のある人の多様なニーズに対し、手続きの混乱やサー

ビスが十分に利用できないといった不便をきたすことがないよう、引き続き、制度・手

続の説明に努めている。 

 

【福祉指導監査課】 

共生型サービスについては、介護保険サービスまたは障害福祉サービスの指定を受け

ている事業者に対し、機会を捉えて制度の周知を図っている。 

 

【廃棄物減量推進課】 

大津市では、市が定期収集する家庭ごみについて、ごみ集積所に排出することが困難

な高齢者及び障害者を支援するため、自宅の玄関先等に出されたごみを直接収集する

「ごみ出し支援戸別収集サービス」を平成 28 年 10 月から実施している。 

令和７年９月末時点の利用者数（障害者以外の利用者も含む）は次のとおり。 

利用中（休止、中止を除く） 478 世帯 

休止、中止を含む世帯数  1,141 世帯 

令和７年度 利用決定件数  200 件 

【令和７年度予算事業費 7,484 千円】 

(2) 障害福祉サービスや地域生活支援事業等の充実 
【障害福祉課】 

・在宅重度障害者訪問入浴サービスを実施する。 

・施設入浴サービスを実施する。 

・重症心身障害児等に入浴サービスを実施するために必要な人員配置の経費の一部を補

助する。 

・補装具（盲人安全杖・眼鏡、補聴器、義肢・装具等）を給付する。 

・日常生活用具（浴槽、手すり、特殊寝台、入浴補助用具、ストマ装具等）を給付する。 

・日常生活用具の品目に人工呼吸器の非常用電源を追加する。 

・重度障害者の外出支援のため、タクシー利用及び自動車燃料費を助成する。 

・重度身体障害者のため、自動車を改造する場合において改造経費を助成する。 

・身体障害者の自動車運転免許取得費用を助成する。 

・移動支援事業を居宅介護事業所等に委託して実施している。 

【令和７年度予算事業費 469,560 千円】 
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【介護・福祉施設課】 

・障害者福祉センターにおいて身体障害者デイサービス事業を実施する。 

 

(3) 適切なサービス提供に向けての指導 
【福祉指導監査課】 

・指定障害福祉サービス事業所及び指定障害児通所支援事業所に対し、苦情解決の仕組

みについて、利用者にとって公平・公正・迅速・透明性が確保され、適切に運用され

るよう支援している。 

・障害福祉サービス事業所及び障害児通所支援事業所等に対して定期の運営指導を行い、

関係法令に基づく適正な報酬請求及びサービス提供等について指導している。 

＊運営指導実施事業所 153 事業所（見込） 

・事業所における不適切な支援（従業者による虐待を含む）や報酬請求の手続きの不備

等を確認した場合は、調査及び監査を行う。また、過去の監査又は運営指導において

特に必要と認めた事業所に対し、定期以外又は継続して指導を行う。 

・令和８年３月中旬に、指定障害福祉サービス事業所等に対する集団指導を実施し、法

改正の内容を説明するとともに、関係法令に基づく適正なサービス提供や虐待防止等

について指導する。 

＊集団指導実施事業所 469 事業所（見込） 

 

(4) 重度障害者等（強度行動障害、重症心身障害、医療的ケア児者

等）への支援 
【介護・福祉施設課】 

・社会福祉施設等施設整備国庫補助金を活用し、市内にグループホーム等を新たに建設

及び増築する支援を予定していたが、選定された法人から、補助要件である今年度内

の完工が難しいとの理由により内示辞退届が提出された。なお、当該法人においては、

自主財源によるグループホームの建設を進める予定である。 

【令和７年度予算事業費 32,025 千円】 

【福祉指導監査課】 

・サービス需要の増大に対応するため、障害福祉分野の事業者及び介護分野の法人、医

療法人等による「共生型サービス」の提供について、機会を捉え周知を図った。 

 

(5) 障害福祉人材の確保・定着 
【介護・福祉人材確保対策室】 

・大津市障害福祉サービス事業所等従業者キャリアアップ促進給付金を給付することで、

障害福祉サービス事業所等で働きながら資格を取得した職員を報奨し、資格取得や研

修受講の意欲を高め、キャリアアップを促進するとともに、資格取得後も継続して勤

務することで人材の定着を図った。 

・市内の障害福祉サービス事業所等で働くことの魅力やキャリアイメージを発信する冊

子等を制作し、障害福祉サービス事業所等で勤務する職員の確保につなげた。 

【令和７年度予算事業費 3,920 千円】 
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６－２ 地域生活への移行の促進 

(1) 地域生活の移行支援 
【障害福祉課】 

・機能強化相談支援事業所に地域生活拠点コーディネーターを配置することで、地域の

住居への入居支援を実施している。 

・日中活動事業所のニーズ等について、障害者自立支援協議会で協議を行っている。 

・共同生活援助サービス 

・強度行動障害者の受入れを行うグループホームに対して、運営補助を行う。 

・知的障害者の自立生活へ向けた支援を行う自立生活支援ホームの運営補助を実施。 

   【令和７年度予算事業費 1,623,413 千円】 

(2) 地域生活支援拠点の充実  
【障害福祉課】 

・面的整備型として整備を実施しており、大津市障害者自立支援協議会全体報告会で、

地域生活支援拠点の運営について周知し、拠点登録申請を促した。現在 11 事業所が

拠点登録している。 

・地域生活支援拠点コーディネーターを相談支援機能強化事業所 4 か所に設置するとと

もに、おおつほっとネットお泊り事業・お助け事業（地域生活支援拠点居室確保事業、

支援員派遣事業）を実施し、障害者が住みなれた地域で暮らし続けられる体制整備を

行っている。 

・専門的知見を持った人材に、地域生活をしている強度行動障害を呈する者について、

アセスメント及び支援手法の助言をさせるため集中支援モデル事業を実施している。 

・グループホームの入居希望者の情報を共有し、市内に新設予定や空きの出たグループ

ホームの新規入居者募集に対し、協議を行う。 

・重度身体障害者のため、自動車を改造する場合において改造経費を助成する。 

・身体障害者の自動車運転免許取得費用を助成する。 

 【令和７年度予算事業費 3,392,091 千円】 

(3) 居住の支援 
【障害福祉課】 

・地域生活支援拠点コーディネーター設置事業にて、居住支援の充実を図っている。 

・重度肢体不自由障害のある人や重度視覚障害のある人などが、より安定した在宅生活

を送ることができるよう、住宅改造費を助成する。 

【令和７年度予算事業費 17,740 千円】 

【介護・福祉施設課】 

・社会福祉施設等施設整備国庫補助金を活用し、市内にグループホーム等を新たに建設

及び増築する支援を予定していたが、選定された法人から、補助要件である今年度内

の完工が難しいとの理由により内示辞退届が提出された。なお、当該法人においては、

自主財源によるグループホームの建設を進める予定である。 

令和７年度予算事業費 32,025 千円】 

【福祉指導監査課】 

・グループホームの新規指定を検討する事業者に対して、指導・助言を行っている。 

 

【住宅政策課】 

今年度第１回目の住環境施策勉強会を 8 月に開催し、「住宅確保要配慮者に対する賃
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貸住宅の供給の促進に関する法律」の一部改正に伴い、障害者を含む住宅確保要配慮者

への居住支援としての居住サポート住宅の認定制度の制度開始に向け、福祉部局に対し

て情報提供及び意見交換を行った。 

 

６－３ 障害のある人の家族への支援 

(1) 家族に対する総合的な支援 
【障害福祉課】 

  ・短期入所サービス 

・障害者の余暇活動や療養、創作・軽作業などのための日中一時支援事業を実施する。 

 【令和７年度予算事業費 494,754 千円】 

【保健予防課】 

＜精神保健家族教室・交流会＞ 

令和７年９月 30 日実施「生活保護制度について」 参加者 26 人 

令和７年 11 月 27 日実施予定「相談員（精神保健福祉士）の役割と御本人、御家族 

への支援について」 

令和８年１月 15 日実施予定「精神保健に課題を抱える人への寄り添いついて」  

令和８年３月 17 日実施予定「当事者の話」 

＜ひきこもり家族交流会＞ 

令和７年８月 28 日実施「ひきこもりと発達障害の理解に向けて」 参加者 14 人 

令和７年 11 月７日実施「ひきこもり当事者の体験談」 参加者 15 人 

令和７年 12 月 15 日実施予定「家族交流会」 

令和８年２月実施予定「ひきこもり再考～生きづらさからの回復～」 

【令和７年度予算事業費 114 千円】 

 

７．就労の促進 

７－１ 就労支援の充実 

(1) 職場における障害のある人の理解の促進 
【商工労働政策課】 

令和７年 10 月 31 日現在にて記入 

＜移動労働相談＞ 

近年、求職活動の手法等が変化したことにより、参加者数が減少しており、その参

加者も同じ方であることが多くなっている。現在、求人倍率も回復し、当面は、参加

者数の増加が見込めないため、令和７年度に開催回数の見直しを図っている。 

・相談件数 11 件、月平均 1～2 件、紹介件数 25 件、紹介率 227％ 

＜企業内人権啓発＞ 

・調査事業所数等については集計中 

・人権研修実施回数 1 回、参加企業数 97 事業所、参加人数 106 人 

・啓発教材貸出なし、ビデオ・DVD 貸出なし（現時点） 

【令和７年度予算事業費 2,671 千円（7-1（2）と重複して計上）】 

(2) 障害のある人の雇用の促進 
【障害福祉課】 

・「おおつ働き・暮らし応援センター」の機能を強化し、障害者の就労支援を行っている。 
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（運営：ＮＰＯ法人おおつ「障害者の生活と労働」協議会） 

・滋賀県障害者雇用支援センター及び滋賀県障害者職業センターと連携し、障害者の職

業・生活・自立への支援を行っている。 

・養護学校などを卒業した障害者に対して、自立や就労に向けた社会性、生活力、コミ

ュニケーション力の向上を支援した。（おおつならではの就労移行支援事業） 

・R7 年度より、対象事業所が１か所追加。（こころベース） 

【令和７年度予算事業費 22,516 千円】 

【廃棄物減量推進課】 

障害者の就労支援を促進するため、廃棄物減量推進課が所管する公衆便所のうち、清

掃業務が施設管理と関連する公衆便所を除く 15 か所の清掃業務と公衆便所の便器の詰

まり除去等の 15 か所の維持管理業務を NPO 法人「障害者の生活と労働」協議会に委

託した。 

【令和７年度予算事業費 17,822 千円】 

【福祉政策課】 

生活困窮者自立支援法の施行以降、すぐに一般就労を目指しにくい方に対して就労に

向けた準備をする機会を提供し、その方の可能性を広げる支援として就労準備支援事業

（委託：株式会社クローバー）を行っている。 

（令和７年９月末時点） 

  就労準備支援事業の利用に向けた支援を行っている方 延べ 13 人 

  支援決定をした方 ８人 

  支援終結した方  ５人 

 【令和７年度予算事業費 8,762 千円】 

【生活福祉課】 

被保護者就労準備支援事業として、意欲が低下している方や基本的な生活習慣に課題

を有する方など就労に向けた課題をより多く抱えた生活保護受給者に対し、就労意欲の

喚起や一般就労に従事する準備としての日常生活習慣の改善支援等を行なっている。平

成 28 年度から事業開始し、令和元年度からは福祉政策課所管の生活困窮者就労準備支

援事業と一体で委託している。 

 令和 7 年度 9 月末実績 8 人 

 【令和７年度予算事業費 2,804 千円】 

【商工労働政策課】 

令和７年 10 月 31 日現在にて記入 

＜移動労働相談＞ 

近年、求職活動の手法等が変化したことにより、参加者数が減少しており、その参

加者も同じ方であることが多くなっている。現在、求人倍率も回復し、当面は、参加

者数の増加が見込めないため、令和７年度に開催回数の見直しを図っている。 

・相談件数 11 件、月平均 1～2 件、紹介件数 25 件、紹介率 227％ 

＜企業内人権啓発＞ 

・調査事業所数等については集計中 

・人権研修実施回数 1 回、参加企業数 97 事業所、参加人数 106 人 

・啓発教材貸出なし、ビデオ・DVD 貸出なし（現時点） 

【令和７年度予算事業費 2,671 千円（7-1（2）と重複して計上）】 

【人事課】 

・障害者の職域拡大を図るため、障害のある会計年度任用職員を新たに 7 人採用し（計
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16 人）、市役所内の定型業務の補助を担っている。 

・障害者の雇用促進に向けた取組を進めるため、大津市障害者雇用促進本部会議を１回

開催し、早期の法定雇用率達成のための方策を検討した。 

・障害者の就労意欲を高め、自立及び社会参加並びに一般就労への動機づけに資するた

め、障害者の就労体験事業を実施した（受入所属：８部局 22 所属、体験者 22 人）。 

・障害者の就労体験の受け入れに際して、受入所属の担当者を対象に e ラーニングでの

動画研修や集合研修として、知的・発達障がい者疑似体験会を開催した（35 人参加）。 

・職員の障害者理解を深めるために、今年度昇進した階層別研修受講者を対象に、e ラ

ーニングでの動画研修と先進的な取組を行っている機関の方を招いて集合研修を開催

した。 

・障害者の就業面と生活面の一体的な相談を内容とした支援業務委託を市内の就労支援

機関と締結し、障害者の就労及び職場適応と定着に努めている。 

・物理的な支援として、聴覚障害におけるタブレット端末の貸与や車椅子利用者にかか

る職場内の動線確保、低層階所属での勤務などの対応に努めている。 

・３障害全てを対象とした「一般事務（障害のある方対象）」の正規職員採用試験を実施

した。（令和８年度新規採用予定０人） 

【令和７年度予算事業費 71,310 千円】 

(3) 就労移行及び定着支援の推進 
【障害福祉課】 

・障害のある人の一般就労への移行のための訓練などの場である就労移行支援事業所の

整備を促進している。 

・障害者自立支援協議会就労支援部会で一般就労等への移行について、事業所の意識や

取組の工夫、職場開拓等を検討している。 

 【令和７年度予算事業費 650,984 千円】 

【福祉指導監査課】 

・就労移行支援事業所及び就労定着支援事業所の指定に向けた事業者への助言・指導を

行っている。 

・就労継続支援 B 型事業所について、８事業所新規に指定した（令和７年 10 月 1 日現

在）。 

 

(4) 難病患者の就労相談の利用促進 
【障害福祉課】 

・障害のある人もない人も対等な立場で一緒に働くことができる職場形態を設置、運営

している者（NPO 法人、社会福祉法人等）に対して、その運営に要する経費の一部を

補助し、福祉の推進を図る。 

・社会的事業所の運営を補助する。（運営費、賃借料） 

市内４カ所（ねっこ共働作業所、くらしの宝島、印刷工房ルーツ、掃除屋プリ） 

 【令和７年度予算事業費 30,271 千円】 

【保健予防課】 

健康相談及び訪問指導を通じた支援（10 月末） 

・就労に関する相談５件 

【令和７年度予算事業費 25 千円】 
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７－２ 多様な就労の場の確保 

(1) 事業振興の支援 
【障害福祉課】 

・市が発注する業務や印刷、物品購入などについて、優先発注を促進する。 

・市が主催、共催、後援するイベント等における授産品の出店、販売の促進を行う。 

・障害のある人と障害のない人がともに働く社会的事業所について、運営等の補助を行

い、事業活動の継続を支援する。 

・市役所本庁舎で、就労継続支援事業所等によるデリバリーの販売を周知、促進する。 

【令和７年度予算事業費 41,908 千円】 

【契約検査課】 

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」が平成

25 年 4 月 1 日に施行されたことに伴い、障害者就労施設等からの物品等の調達方針

を策定・公表する。             

（物品）調達目標 6,000 千円 （役務）調達目標 29,000 千円 

 
 


